


































































































 ３．戦後、社会政策優先順位と障害者政策 39 
  １）貧困の拡散と障害貧困 39/ 
  ２）外援機関による社会福祉事業と民間社会事業 41/ 
  ３）戦後韓国における社会福祉政策の形成 44/  
４）障害特殊化政策と政策の二面性 46/ 
 ４．「差別」に対する抵抗と差別禁止法理の導入 49 
ii 
 
  １）入学拒否と公共職任用拒否 49/ 
  ２）個人救済的な障害者運動と限界 50/ 
  ３）差別禁止法理の導入 51/  
 
第２節 障害者福祉の制度化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・52 
 １．グローバルガバナンス（Global Governance）と障害者福祉政策 52 
  １）国際機構の性格と社会福祉 52/ 
  ２）国際的障害者福祉政策の変化 53/ 
３）国連の「国際障害者年」の決議採択と影響 54/ 
 ２．障害者福祉の初期政策形成 56 
  １）社会環境的な基盤形成 56/ 
２）自生的な障害領域別組織化 57/ 
 ３）障害者団体の立法要求 60/ 
 ４）政府の制度化の努力 62/ 
３．障害者基本政策と法制樹立 64 
１）心身障害者総合保護対策 64/ 
  ２）国際障害者年韓国事業推進委員会 66/ 
３）心身障害者福祉法の制定 67/ 
 ４．心身障害者福祉法の内容と限界 69 
 










 １）1980年代の政治状況と抵抗勢力の形成 79/ 
 ２）民主化運動の始発と展開 81/ 
 ３）葛藤的多元主義国家への転換と社会・経済的な環境変化 82/ 
 ４）1980年代の社会福祉政策の変化 84/ 
２．障害者運動の展開と特徴 86 
 １）障害者運動の胎動 86/ 
２）障害者運動の戦略転換 87/ 
 ３）障害者運動の連帯的な対応 89/ 
 ４）障害者運動の戦略と特徴 90/ 
３．障害者福祉政策と政府の対応 92 
 １）障害者福祉施設現代化政策 92/ 
 ２）パラリンピックの開催と影響 94/ 
 ３）障害者福祉対策委員会の構成 95/  
 
第２節 障害者福祉政策の形成と転換・・・・・・・・・・・・・・・・・・96 
 １．障害者福祉政策の批判と障害者雇用問題 96 
 ２．障害者福祉政策の転換 98 
  １）心身障害者福祉法の改正過程 98/ 
  ２）障害者雇用促進法の制定過程 101/ 











 １．文民政府の誕生と韓国型福祉モデルの提示 117 
  １）盧泰愚政府の政治的な危機と三党合流 117/ 
  ２）文民政府の誕生と世界化戦略 118/ 
  ３）文民政府の韓国的福祉モデルと社会福祉計画 118/ 
 ２．IMF経済危機の発生と社会的セーフティネットの不備 123 
  １）IMF経済危機の発生と原因 123/ 
  ２）社会的セーフティネットの不備と貧困率の増加 125/ 
 ３．生産的福祉への政策転換と参与福祉への承継 126 
  １）金大中政府の社会政策の基調として生産的福祉の体系化 126/ 
  ２）社会投資論に基づいた参与福祉 129/ 
  ３）1990年代の社会福祉政策の変化と転換 131/ 
 ４．国際的な環境と障害者権利認識 135 




 １．当事者主義障害者運動の展開と分裂 138 
  １）ニンビー現象と施設不正に対する抵抗運動 138/ 
  ２）当事者主義の登場と障害者運動の多様化 139/ 
  ３）障害者運動団体の葛藤と分裂 141/ 
 ２．障害者福祉先進化政策の計画と展開 143 
１）第１次障害者福祉開発5ヵ年計画（1998～2002年）143/ 
  ２）障害者福祉法の全文改正 147/ 
  ３）第２次障害者福祉発展5ヵ年計画（2003～2007年）149/ 
 ３．新自由主義政策と障害者活動補助サービス 151 
v 
 
 ４．地方分権化政策による障害者福祉事業の地方移譲 153 
 
第３節 障害者権利条約の採択と障害者差別禁止法の制定・・・・・・・・・・155 
 １．国際的な障害者権利認識と形成 155 
  １）障害者権利条約の形成過程 155/ 
  ２）障害者権利条約の特徴と内容 156/ 
 ２．障害者権利条約の批准と障害者差別禁止法の制定 158 
  １）障害者権利条約の国内批准 158/ 
  ２）障害者差別禁止法の制定過程と内容 158/ 









１．保守政権の再登場と社会福祉政策 177  
  １）李明博政府の登場と社会問題 177/ 
  ２）李明博政府の能動的福祉政策 178/ 










  １）生存権運動の再登場と障害者年金の導入要求 187/ 
 ２）重度障害者所得保障政策として障害者年金制度 190/ 






 １．社会福祉政策としての障害者福祉政策の限界と障害者権利条約の影響と課題 197 
  １）OECDにおける福祉支出比率と障害者福祉政策の位置づけ 197/ 
  ２）障害者権利条約の国家報告書と国連障害者権利委員会の最終見解 199/ 
２．障害者福祉政策での「制度の谷間」の原因分析 201 
３．障害者福祉政策の政策的課題 205 
  １）効果的な実効性と制度体系の課題 206/ 
  ２）障害等級の二元化改編 207/ 
  ３）福祉谷間と扶養義務制度の廃止 210/ 










第２節 社会福祉発達要因としての社会運動と障害者運動に対する分析 227 
 
第３節 国際環境要因の影響と韓国障害者福祉政策の対応に対する分析 231 
 

































































































































































































































































































































































































































































































































































区分 年度 制度の制定および改定 
１段階 1981年 心身障害者福祉法の制定 
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 在朝鮮米陸軍司令部軍政庁（United States Army Military Government in Korea, USAMGIK） 
32 
 
























                                        
35


















      （単位：百万ウォン） 
区分 
通貨発行高 物価指数 賃金指数 
月平均 指数 
1936年   ① 167 100 100 100 
1945年08月 ② 6,020 3,597 1,752 293 ⑦ 
1945年12月 ③ 8,620 5,152 4,359 2,724 
1946年12月 ④ 16,573 9,904 25,563 11,186 
1947年12月 ⑤ 32,342 19,329 58,305 17,088 




































流入出発点 帰還者数 南朝鮮人口に対する比率 
北朝鮮 859,930** 5.4％ 
満州 304,391 1.9％ 
日本 1,110,972 7.0％ 
中国 71,611 0.5％ 
その他 33,917 0.2％ 










と被救護者（447万人）が735万6千人程度であった。米軍政情報報告書（HQ USAFIK, G-2 








































































































































































































































































年度 生活保護受給者比率 失業率 年度 生活保護受給者率 失業率 
1962年 － 8.4 1973年 3.6 3.9 
1965年 － 7.4 1974年 3.3 4.0 
1966年 11.5 － 1975年 3.8 4.1 
1967年 10.2 － 1976年 5.6 3.9 
1968年 11.4 － 1977年 5.7 3.8 
1969年 9.4 4.7 1978年 5.4 3.2 
1970年 7.7 4.4 1979年 5.3 3.8 
1971年 4.4 4.4 1980年 4.8 5.2 






























来韓時期 機関数 比率（％） 
戦前 22 15.0 
戦後～朝鮮戦争以前 10 6.8 
1950年代 51 34.7 
1960年代 45 30.6 
1970年代 15 10.2 













r Relief in Asia：LARA）という連合会を創設し、共同で活動していた。朝鮮戦争中は戦
時応急救護の次元では法的な規制がない中で、外援機関は活動していた（南セジン編、19



















 1955年 1960年 1965年 1970年 1975年 1981年 
施設数 15 30 38 44 66 92 









































































































第５共和国 1980年 社会福祉事業基金法 
出所）韓国保健社会部編、1962、『保健社会部法令集』、保健社会部 
   韓国民委員事務処、1958、『国会十年誌』 
   韓国社会福祉協議会、1977、『韓国社会福祉総覧』 



































































































































































































































１．グローバル・ガバナンス（Global Governance）と障害者福祉政策  































ic and Social Council；ECOSOC）、国連児童基金（United Nations International Children's Emergen
cy Fund；UNICEF）、国連開発計画（United Nations Development Programme；UNDP）、国連難民高等弁

























                                        
l Labour Organization；ILO）、国連教育科学文化機関（United Nations Educational, Scientific and
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 たとえば、そのような努力はアメリカの障害者運動を導き、結局、社会接近権と機会均等権の保障を核心
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 したがって、こうした政策議題設定は、動員モデル（mobilization model）と外部主 
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 政策形成過程での政策議題設定は、だれが議題化を主導するのかを基準として、①内部接近モデル（insi















































障害類型 人口（千人） 出現率 
（人口1千人当たり） 
構成比（％） 
合計 901.8 23.74 100 
遅滞 596.6 15.70 66.1 
視覚 41.4 1.09 4.6 
聴覚 106.4 2.80 11.8 
言語 40.3 1.06 4.5 
精神薄弱 43.7 1.15 4.8 
重度障害 9.0 0.24 1.0 


















































































































































































































































































 労働組合 労働争議 
数 人員 組織率 件数 参加人員 損失日数 罷業規模 
1979 4,965 1,088,061 23.6 105 14,258 16,366 2.5 
1980 2,635 948,134 20.1 407 48,970 61,269 9.5 
1981 2,158 966,738 19.6 186 34,586 30,948 4.7 
1982 2,208 984,136 19.1 88 8,967 11,504 1.7 
1983 2,255 1,009,881 18.1 98 11,100 8,671 1.6 
1984 2,382 1,010,522 16.8 113 16,400 19,900 1.3 
1985 2,551 1,004,398 15.7 265 28,700 64,300 7.9 
1986 2,675 1,035,890 15.5 276 46,941 72,025 8.5 




























































年度 医療保険の拡大 医療保険の適用人口（％） 
1977年 医療保険の実施 8.8 
1979年 公務員・教員医療保険の実施 21.2 
1981年 第1次地域医療保険テスト事業 29.7 
職種医療保険の実施 
1982年 第2次地域医療保険テスト事業 35.1 
1988年 農漁村地域医療保険の実施 69.5 
























































































































































































































































































1984 85 27 10 12 32 4 - - - 
1985 92 28 11 14 32 5 - - - 
1986 98 30 12 14 32 7 4 7 - 
1987 111 33 11 14 34 8 4 7 - 

































































大会および年度 写真 記事 総合 
第8回（1988年） 88 74 162 
第9回（1992年） 2 3 5 
第10回（1996年） 12 6 18 
第11回（2000年） 14 22 36 
第12回（2004年） 37 37 74 
第13回（2008年） 51 58 109 
第14回（2012年） 53 73 126 
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 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年 1997年 
義務雇用率(％) 1 1.6 2 2 2 2 2 















































































































































































年度 合計 障害類型  
報勲対象者 小計 肢体 精神遅滞 視覚 聴覚・言語 
1989 216,003 176,687 108,923 27,413 13,467 28,884 39,316 
1990 248,447 200,372 125,267 31,686 14,698 28,721 48,075 
1991 272,541 224,025 144,080 33,852 15,720 30,373 48,516 
1992 293,467 242,419 158,477 35,619 16,721 31,602 51,048 





区分 肢体 視覚 聴覚・言語 精神遅滞 合計 
１級 17,326 10,939 - 15,531 43,793 
２級 32,567 1,499 21,035 14,255 70,356 
３級 40,625 833 6,037 8,474 55,967 
４級 47,650 829 4,397 - 52,937 
５級 23,396 1,331 205 - 24,932 
６級 13,451 2,549 1,516 - 17,457 











































年度 保健福祉部の障害者福祉予算 増加率 
1981年 1,422,037 - 
1982年 4,573,305 68.9 
1983年 5,760,584 20.6 
1984年 6,777,679 15.0 
1985年 13,447,451 49.6 
1986年 13,319,955 （1.0） 
1987年 15,041,428 11.4 
1988年 20,267,335 25.8 
1989年 29,519,190 31.3 











年度 1981年 1985年 1990年 1995年 2000年 
予算 － － 1,632 5,849 30,710 




























































































































































































































   以上のように金泳三政府の韓国的福祉モデルは、1998年の施行を目指して障害者福
祉発展計画129を樹立していた。さらに、金泳三政府は障害関連の政府主要政策として教

































































































区分 年度 国家予算（A） 障害者福祉予算（B） 比率（％）（A/B） 
盧泰愚政府 1989年 21,653 31 0.14 
1992年 33,362 40 0.12 
金泳三政府 1993年 38,050 46 0.12 
1996年 57,962 69 0.11 
































1988年 127 33 11 14 38 11 9 7 4 
1989年 138 39 12 14 39 12 9 8 5 
1990年 150 34 11 13 38 22 16 10 6 
1991年 167 33 11 13 41 32 19 11 7 
1992年 199 33 11 13 44 44 20 13 21 
1993年 201 33 11 13 45 44 21 13 21 
1994年 216 33 11 13 49 46 23 13 28 

















1993 34.2 15,414 62.6 2.8 29.2 3.6 1.5 
1994 34.2 18,421 59,6 2.0 31.2 5.5 1.6 
1995 34.3 21,351 59.7 1.9 28.9 7.4 1.9 
1996 34.8 25,261 57.0 2.0 30.5 8.2 2.1 
1997 35.8 30,829 54.6 1.9 34.0 7.1 2.4 










































 95/12 96/6 96/12 97/3 97/6 97/9 97/12 
外貨準備高/短期外債 72.2 ・ 54.7 47.9 54.8 46.4 39.8 
外貨準備高/1ヶ月輸入金額 2.9 3.2 2.7 2.3 2.7 2.4 1.6 
外債/GNP 17.3 ・ 21.8 23.0 ・ 24.9 25.1 
経常収支/GNP -2.0 -2.8 -4.9 -5.6 -5.3 -4.1 -1.3 














  タイ（50％）、インドネシア（53％）、マレーシア（39％）、フィリピン（50％） 






















年度 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 
絶対貧困率 3.9％ 7.4％ 8.0％ 6.4％ 5.2％ 
相対貧困率 8.7％ 11.4％ 12.2％ 10.4％ 11.3％ 
注：1）都市世帯（2人以上の非農家）の資料 
  2）市場所得基準 
  3）絶対貧困率は最低生計費未満の世帯 






























































































































































































































































































































































































































































































ム・フレームワーク（Biwako Millennium Framework：BMF）」を採択した。 
そのBMFは、全ての法律や政策、計画などについて障害者問題を含ませ、ミレニアム目
標の達成に向けて障害者が含まれる政策および原則を採択しており、行動のための優先領

































                                        

















































































































































































































































































































































































































































                                        


















































































































































































































































































構成 条項 規定内容 

































































































































































チ ャ ン ヒ














































































































































































































































1991 224 144 34 16 30           
1992 242 158 36 17 31           
1993 265 176 38 18 33           
1994 294 198 41 20 35           
1995 324 220 46 21 37           
1996 362 249 52 23 38           
1997 425 294 60 27 44           
1998 527 317 69 35 53           
1999 698 503 80 47 68           
2000 958 606 87 91 87 33 2 24 23 5      
2001 1,134 682 95 116 106 65 2 33 28 7      
2002 1,294 754 104 136 124 92 4 39 32 9      
2003 1,454 814 112 153 139 117 6 47 35 10 7 3 0.6 6 3 
2004 1,611 883 119 170 155 143 8 54 38 12 10 4 1 8 5 
2005 1,789 965 128 190 176 168 9 64 42 13 12 5 1 9 7 
2006 1,967 1,049 135 206 199 194 11 75 45 14 13 6 2 10 8 
















































































視覚 聴覚 言語  
合計 100 100 100 100 100 100 
Yes 63.5 64.3 75.6 57.3 53.4 51.4 
No 35.7 34.9 41.5 46.6 48.6 23.9 
申請
中 






視覚 聴覚 言語 脳病
変 
発達 精神 腎層 心臓  
合計 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 
Yes 71.7 78.7 82.4 65.8 62.2 74.5 64.7 82.1 38.6 91.3 21.1 
No 25.1 17.5 16.6 30.2 35.6 22.7 32.3 17.9 60.7 8.7 74.3 
申請
中 
1.6 1.3 1.0 1.6 1.2 2.8 2.6 - 0.7 - 3.7 
報勲
処 






視覚 聴覚 言語 脳病
変 



















































年度 障害者福祉生活施設 障害者福祉館 
1991年 122 30 
1992年 134 33 
1993年 134 34 
1994年 136 36 
1995年 148 37 
1996年 156 41 
1997年 154 46 
1998年 182 51 
1999年 188 65 
2000年 195 65 
2001年 203 81 
2002年 213 92 
2003年 225 106 
2004年 237 121 
2005年 265 130 
2006年 288 137 















区分 2000年 2005年 障害による追加
費用（2005年） 所得 支出 所得 支出 

































年度 保健福祉部の障害者福祉予算 増加率 
1991年 33,352,041 11.2 
1992年 32,967,826 （1.2） 
1993年 37,969,880 13.2 
1994年 48,585,055 21.8 
1995年 57,886,378   16.1  
996年 67,360,781 14.1 
1997年 93,842,934  28.2 
1998年 94,297,971 0.5 
1999年 103,605,510 9.0 
2000年 143,790,352 27.9 
2001年 178,618,370 19.5 
2002年 226,889,990 21.3 
2003年 248,712,274 8.8 
2004年 299,934,500 17.1 
2005年 141,176,189 （112.5） 
2006年 182,125,422 22.5 













































































































































































































2006 7.7 0.306 5.38 14.3 1.12 9.5 50.3 3.5 7.9 21.8 
2007 7.7 0.312 5.60 14.8 1.25 9.9 50.2 3.2 7.2 24.8 
2008 7.8 0.314 5.71 15.2 1.19 10.3 50.0 3.2 7.2 26.0 
2009 8.1 0.314 5.75 15.3 1.15 10.7 49.2 3.6 8.1 31.0 
2010 7.1 0.310 5.66 14.9 1.23 11.0 49.4 3.7 8.0 31.2 





















































































































































































































 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 
調整委員会 １ １ １ ２ ２ 












 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 
第 3次計画の予
算 










































































































































































































































































































































































































































































































































                                        
197 経済協力開発機構（OECD）の社会支出は、社会目的によって老齢（Old-age）、遺族（Survivors）、勤
労無能力・障害（Incapacity-related benefits）、保健（Health）、家族（Family）、積極的な労働市




















































































区分 2005 年 2008 年１） 2011 年 2014 年 
障害推定人口数 214 万人 － 268 万人 273 万人 
障害出現率 4.59％ － 5.61％ 5.59％ 
障害登録率 77.7％ － 93.8％ 91.7％ 
後天的障害発生率 89.0％ 90.0％ 90.5％ 88.9％ 
65 歳以上障害人口 32.5％ 36.1％ 38.8％ 43.3％ 
障害者世帯のうち 1
人世帯 
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区分 2000年 2005年 2011年 
登録手続きや方法を知らないから 26.5％ 32.9％ 32.7％ 
登録しても支援がなさそうだから 14.2％ 13.5％ 12.2％ 
登録費用がかかるかもしれないから 1.3％ 1.5％ 3.4％ 
登録手続きが複雑だから 7.3％ 5.5％ 5.0％ 
障害者と思えない 20.6％ 28.4％ 17.0％ 
他者に障害を教えたくないから 10.0％ 7.8％ 14.6％ 
登録しなくても生活上に問題ないから 9.2％ 3.4％ 4.7％ 
将来に障害状態が好転しそうだから 2.6％ 2.2％ 7.7％ 
その他 8.3％ 4.7％ 2.7％ 


























































































































































































































































































































































肢体 87.7 11.8 0.5 － 100.0 1,135,877 
脳病変 78.5 20.8 0.7 － 100.0 316,309 
視覚 87.8 11.2 1.0 － 100.0 256,841 
聴覚 87.9 11.7 0.4 － 100.0 278,337 
言語 82.3 12.6 5.1 － 100.0 21,049 
知的 67.0 31.3 1.7 － 100.0 153,332 
自閉性 89.4 10.6 － － 100.0 16,238 
精神 43.0 54.4 2.6 － 100.0 103,895 
腎臓 79.9 20.1 － － 100.0 58,500 
心臓 68.1 31.9 － － 100.0 18,508 
呼吸器 73.3 26.7 － － 100.0 19,249 
肝臓 87.1 12.9 － － 100.0 9,289 
顔面 89.2 10.8 － － 100.0 2,426 
オストメイ
ト・尿瘻 
93.7 1.7 － 4.6 100.0 16,705 
癲癇 56.0 42.1 1.9 － 100.0 14,572 

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































導入の義務水準 非常に高い 高い やや高い 低い 




















































































































































































区分 初期政策形成 政策形成 政策拡充 政策維持 










































































区分 初期政策形成 政策形成 政策拡充 政策維持 









































































化 政 策 （ 1985-
1987） 
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The study on the Welfare Policy for the People with D








The purpose of this study is to elucidate the characteristics of the formatio
n and transformation since 1945 of welfare policies for the people with disabili
ties, and to examine the institutionalization process of major laws related to t
he people with disabilities from 1945 to 2016. Additionally, the occurrence of i
nstitutional blind spots in social welfare system as a concept is analyzed. 
In this study, we use Ternary structure theory as an approach to analyze the 
formation process of welfare policy for the people with disabilities. Ternary st
ructure theory is a model that attempts to establish the nature of social welfar
e, and has a regular influence on its content and degree. It presents social pro
blems, policy subjects, and social movements, and analyzes the process of determ
ining content and degree through the interaction of each related factor.  
In order to analyze changes in the disability issue, the period from 1945 to 
1981 can be viewed as the first phase of welfare policy for the people with disa
bilities; 1982 to 1990, the policy intervention stage; 1991 to 2007, the stage o
f welfare advancement; and, from 2007, the stage of constructing an independent 
living support system. 
 In this study, the analysis of welfare policy for the people with disabiliti
es in Korea in the post-war period is as follows: 
First, the initial formation of welfare policy for the people with disabiliti
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es was the result of domestic political factors combined with international impo
sition, together with several environmental factors. The military coup of 1980 l
ed to massive social welfare legislation as a means of securing political legiti
macy. The welfare system for the people with disabilities was thus institutional
ized in 1981 by the Welfare Act for the People with Disabilities and, with this 
process, the United Nations adopted World Year of the People with Disabilities i
n 1981 and externally related recommendations for each country affected. Howeve
r, since the adoption and institutionalization of the policy was implemented in 
a short period of time, this welfare legislation was enacted via formal and decl
arative law, for which difficulty would be experienced in terms of issues of pub
lic accountability. 
Second, the establishment of ideology and the development of activities for t
he people with disabilities have, as a social movement, had a great impact on th
e development of the welfare system. Prior to the 1980s, this movement was an im
mediate response to specific issues on the personal and micro level which achiev
ed some gains, such as the law of prohibition of discrimination, but failed to f
ormulate policy. In the late 1980s, the democratization movement laid the founda
tion for the civil movement and also affected the movement for the people with d
isabilities, which allowed advocates to begin to carry out government procedures
 to secure rights to life, labor, and education. This led to substantive change 
in government policy centered on living facilities, attributable to efforts made
 in group solidarity. Achievements were made in changing the use of the legislat
ive term ‘welfare for the mentally and physically handicapped’ to ‘welfare fo
r the people with disabilities’, and this further led to enactment of the Emplo
yment Promotion for the People with Disabilities Act. Since then, this movement 
has developed across all related fields via its influence on the passage of the 
Consumerism and independent living movement, which has accomplished much, includ
ing the Disability Discrimination Act, the People with Disabilities’ Pension Ac
t, and the Act on Supporting Activities for the People with Disabilities.  
Third, welfare policy for the people with disabilities in Korea has been infl
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uenced significantly by external international factors. As mentioned above, inte
rnational imposition such as the recommendations of the United Nations’ World Y
ear of the People with Disabilities, which influenced the early formation of wel
fare policy, and international harmonization reflected in domestic ratification 
of the Convention on the Rights of the People with Disabilities, led to a paradi
gm shift in associated welfare policy in Korea. The Consumerism theory that init
ially formed in developed countries, and the independent living movement, also i
nfluenced policy change. However, the IMF economic crisis of the late 1990s led 
to a surge of neo-liberalism in Korea, and since then welfare for the people wit
h disabilities has been maintained at a fairly low level compared to foreign cou
ntries.  
Fourth, analysis of the formation and decision stages of welfare policy in Ko
rea after the war, based on application of the Ternary Structure theory, indicat
es that initial policy formulation (1945-1981) was not politicized by related ci
rcumstances regarding the Korean War, nor by economic and military reliance on t
he US, or the prevailing authoritarian regime. However, in 1981 a formal system 
was established in the wake of the new government’s securing legitimacy and the
 adoption of the UN World Year for the People with Disabilities. In the period o
f welfare intervention (1982-1990), the movement for the people with disabilitie
s grew together with the civic movement, and was dragged along in the wake of de
mocratic movements against authoritarianism and the political situation of the N
ational Assembly. It asserted concrete goals to be achieved and pursued concepts
 such as the rights to survival and labor, and successfully politicized the issu
e of the movement for the people with disabilities. Furthermore, it drove the en
actment of the Employment Promotion for the People with Disabilities Act and the
 Welfare for the People with Disabilities Act.  
In the stage of welfare advancement for the people with disabilities (1997-20
07), environmental factors such as the social safety net which was built into th
e process of overcoming the IMF economic crisis, the adoption of the UN Conventi
on on the Rights of the People with Disabilities, and domestic ratification of l
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egislation have led to the expansion of welfare policies. These factors raised t
he issue to the level of human rights guarantees and created the foundation for 
the diverse disability movement, expansion of independent living, and prohibitio
n of political and systemic discrimination. Since 2008, welfare policy has focus
ed on the establishment of independent living systems for the people with disabi
lities, and finally institutionalization of income guarantees and expansion of w
elfare services has been secured. This policy formation is the result of continu
ous development of the independent living movement based on the principle of con
sumerism 
Consumerism that was initiated in the late 1990s. However, the re-emergence o
f conservative government, the prevailing global neoliberal system, the division
 of the disability movement organization, and the maintenance of the welfare sta
tus of the government have hampered policy development, and budget constraints a
nd policy effectiveness remain as ongoing challenges. 
Based on the results of this analysis, there are four tasks for urgent improv
ement to Korea's welfare policy for the people with disabilities:  
First, the problems of the welfare system and plans for its improvement need 
discussing. It has been pointed out that systematic legal problems exist because
 related laws have been enacted immediately in response to situational changes. 
Therefore, in order to ensure effectiveness of the system, it is demanded that t
he functions and roles of each law be improved and systematized.  
Second, the disability evaluation and grading systems should be revised. Curr
ently, the basis of the welfare service for the people with disabilities consist
s of a registration and grading system. This has given rise to the problem of li
mited options for persons affected, because all services are provided in a grade
d manner without consideration of individual needs. In particular, since the sys
tem of evaluation and grading is based on a medical model performed by doctors, 
individuals with disabilities are thoroughly excluded from this process. 
Third, the right of the people with disabilities to survive, and the abolitio
n of the support duty system for family burden, should be discussed. In addition
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 to the cost of living, persons with disabilities must pay for such expenses as 
medical bills, rehabilitation services, and welfare services. This burden of cos
t is closely related to the issue of personal survival, and can be complimented 
by the National Basic Living Security Act. However, the strict disability evalua
tion test and support duty system in place can threaten the livelihood of famili
es of the people with disabilities and hamper the prospect for independent livin
g. Accordingly, the government has pledged to abolish the support duty system, b
ut this is still currently under debate and yet to be improved. 
Fourth, the business of welfare service for the people with disabilities shou
ld be returned to local government. This means returning disability-related busi
ness, which was previously transferred to local government, back to the central 
government. The need for this is reflected by the conflicts that exist between t
he central government and local governments with regards to budgeting and resour
ces, and can be seen as an impediment to the development of welfare for the peop
le with disabilities. Originally, this trend of decentralization was expected to
 have the effect of increasing individual response to local independence and loc
al situation, establishment of direct service systems for each region, and expan
ding the welfare system through regional competition. However, since the central
 government had the authority to manage the budget and financial affairs, local 
governments were left having to solve the problem of financial shortages for the
mselves, resulting in insufficient budgeting for the welfare service and consequ
ential deterioration of service quality. 
From the late 1990s onwards, the above policy tasks have increasingly been di
rected towards reduction of public accountability and fiscal restraint due to th
e neoliberalism of Korean society. In addition, welfare for the people with disa
bilities in Korea exists as a provider-oriented model, so it focuses solely on e
xpansion of budget and expansion of facilities and programs, and neglects more f
undamental problems. These issues lead to a vicious cycle of misrecognition of p
roblems and of the possible alternatives, and ultimately contribute to the retre
at of the Korean welfare service for the people with disabilities. 
